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The Structure of Small-size regional Econometric Model 

- The Case of Mitaka city in Tokyo -

Makoto Yamaguchi

Abstract

　This empirical study will present the structure of a macroscopic econometric 

forecasting model for the Mitaka city, which is a western suburb of the Tokyo Central 

Business District （CBD）. 
　For a long time, macro econometric models have been used for helping to formulate 

the socio-economic policy of every country in the world including Japan. However 

there are relatively few cases of using a regional econometric model for the city 

planning of the small town. One obvious explanation expense and time required for 

development and maintenance of these models that do existed, the application of an 

econometric model to the ten-year plan of Mitaka city is an excellent example. 

　Econometric models have already been used five times in long-term city planning to 

calculate the basic trends of Mitaka city. The new model of Mitaka （version seven） 
will be estimated with annual data for a 1971-2007 sample period. The observed period 

is 1969-2009. The author, for the purposes of this study, will divide Mitaka into four 

districts to analyze population densities and land places. The model Ⅶ contains six 

blocks of equations. This model consists of fifty-seven equations. Forty-one stochastic 

equations are estimated and sixteen are definitions. This model, which I constructed, 

is also adopted as the official model of Mitaka city government.

　After the final test and other shock tests I will use this model to predict three cases 

of conditional forecast up to 2035, based on assumed reasonable trends of Japan and 

the CBD of Tokyo.
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小地域計量経済モデルの構造

山　口　　　誠

1．はじめに

　本稿は、都市地域計量経済モデルの構造に関するものである。具体的には、東京都三鷹市を対
象にした長期予測用地域計量経済モデル（三鷹モデルⅦ）の連立方程式体系についての報告であ
る。三鷹モデルは代表的な小地域計量経済モデルの構造を備えている。昨年度に発表した予測（4）
に使用したモデルに、それ以降明らかになった情報を加えて改良した三鷹モデルを構成する全構
造方程式を紹介するものである。
　モデルの構造は基本的に昨年度予測のものと同じで、係数等も大きく変化していない。予測に
際して定数項調整、係数調整等の手法で追加情報を与えることにし、2035年までの長期予測を
行った。周辺条件の変化はあまりないので、予測結果は（4）を参照して欲しい。

2．三鷹モデル構造方程式の説明

　三鷹モデルでは、57本の構造方程式（推定式 41本、定義式 16本）を［A］人口ブロック、［B］
産業ブロック、［C］土地・地価ブロック、［D］市民ブロック、［E］財政部門ブロック、［F］デ
フレータブロックの 7ブロックに分けて構築している。ブロック毎に方程式の説明をする。

［A］人口ブロック：　三鷹モデルでは、人口（NR）を
今期人口＝前期人口＋自然純増＋社会純増＋不突合（誤差）

出生数＝ f（社会要因、経済要因、人口規模）
死亡数＝ f（社会要因、経済要因、人口規模）

社会流入＝ f（住宅環境効用、所得格差、雇用機会、人口規模）
社会流出＝ f（住宅環境効用、人口規模、定着傾向）

で決定する構造を用いている。自然純増は、自然動態、つまり出生数（NB）と死亡数（ND）の
差である。社会純増は、社会流入（転入、NI）と社会流出（転出、NO）の差で、社会動態とも
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呼ばれる。人口だけの予測方法としては、 社会保障・人口問題研究所等の将来人口予測に用いら
れている「コーホート法」が普及している。しかし、人口動向も社会経済システムの一部と考え
ると、従来から採用している前記構造が妥当である。ただ、町丁目等の小地域区分や 5歳階級別
人口区分など、詳細な分析に用いるのには手間がかかりすぎる上に必要なデータの収集が不可能
に近いので、簡便なコーホート法との併用が現実的である。三鷹モデルでは、4地域区分人口に
は各々地域人口シェア関数を推定し全市人口を分割する方法を採用している。年齢別人口も同様
で、年少人口、生産年齢人口、高齢人口の 3区分のシェアを関数化した。
（1）出生数関数（NB）
　対前期人口比（率）の関数として特定化した。現在モデルでの特長は、超長期に負の値になら
ないように片対数の式を採用していることである。
　出生数（NB）関数は、一人当たり市民所得（Y／ NR）と東京都一人あたり市民所得および前
期流入率（NI／ NR）で出生率の変動を説明した。前期流入率は、出産可能年齢人口増分の代理
変数と考えることもできる。二つの市民所得は、社会学的な出生減少傾向を表している。出生数
に関しては、社会意識の変化に伴い変動することも予想され、試行の連続である。地域経済学や
都市経済学でも理論的整備は十分でなく、適当な代理説明変数を探す努力を今後も続ける必要が
ある。
（2）死亡数関数（ND）
　死亡数（ND）関数では、トレンド（出生率の前期値）と 65歳以上人口比（NR65／ NR）によっ
て死亡率の変化を説明する形になっている。既に平均寿命が 80を超えた現在では、その他の要
因は有意に入らなかった。
（3）社会流入関数（NI）
　社会流入人口（NI）は対前期人口比を、地価（係数マイナス）と住み易さ・利便等を代理す
る変数で説明した。工場跡地などに大規模住宅建設が進み人口流入が増えている現状を、着工住
宅面積で説明しようと工夫したが、有意な結果を得られず、結局断念し、地価（三鷹、東京都区
部）を導入した。所得機会を一人当たり市民所得（Y／ NR）と都一人当たり所得（YT／ NT）
との比で説明した。65歳以上人口比は流動性減少の代理変数である。都内総生産と都民所得の
比率は都市拡大にともなう人口拡散を示している。ダミー変数（D_73、73年まで 1）は構造変
化ダミーである。
（4）社会流出関数（NO）
　社会流出人口（NO）も対前期人口比を説明する形になっている。居住性・流動性を重視する
式を採用した。社会流入と同様の基本的な考え方に立っている。三鷹市平均地価の上昇率と都心
部地価上昇率の比は居住志向の、65歳以上人口比は流動性減少の代理変数である。採用した式は、
いずれも理論モデルを複数組み合わせた形になっている。ダミー変数（D79-88、79年から 88年
まで 1）は構造変化ダミーである。
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（5）住民人口定義式（NR）
今期人口＝前期人口＋自然純増＋社会純増＋不突合（誤差）

　年齢階級別人口は、住民人口＝年少人口＋生産年齢人口＋高齢人口　　の定義から、年少人口
（NR14）、生産年齢人口（NRAD）、高齢人口（NR65）を人口比で推定し、振り分けることにした。
　年少人口比率＋生産年齢人口比率＋高齢人口比率＝ 1　となるように調整している。
（6）高齢人口関数（NR65）
　高齢人口の対全人口比（NR65／ NR）を前期値、一人あたり所得（社会環境代理変数）、流入
率（社会流動性代理変数）、地価、生産年齢人口率で説明した統計式。
（7）年少人口関数（NR14）
　年少人口関数は、年少人口を全人口で割った年少人口率を前期値、今期流入率、製造業・卸小
売業生産性、地価、生産年齢人口率で説明した統計式。
（8）生産年齢人口関数（NRAD）
　生産年齢人口関数は、前のモデルでは、高齢人口と年少人口を全人口から差し引く形であった。
掃き出し誤差が累積するようなので、独自に推定する式を検討した。前期分（トレンド）、製造業・
卸小売業生産性（三鷹産業活性化代理変数）、一人あたり都民所得（都市的期待所得の代理変数）、
および年少人口比で説明する統計式を採用した。
（9）－（11）年齢別人口定義式　　　　　　 NR65=NR*RN65/（RN65+RN14+RNAD）
　　 NR14=NR*RN14/（RN65+RN14+RNAD）　 　NRAD=NR*RNAD/（RN65+RN14+RNAD）
（12）世帯数関数（NF）　　世帯数＝ f（社会要因、経済要因、周辺環境要因）
　世帯数を、トレンド（前期）が係数プラス、高齢人口、生産年齢人口、一人あたり市民所得、
流入人口で説明した。時間と共に単身者・核家族が増えて世帯あたりの家族数が減少傾向にある
ことを示している。高齢者単身世帯の増加も含んでいる。
（13）外国人登録者数関数（FPOP）
　外国人登録者数（FPOP）関数は、従来のモデルと同様、前期値と一人当たり所得（プラス）
で説明。一人当たり市民所得の前期値は、所得期待・雇用機会を代理する変数であり妥当な式で
ある。ダミー変数（D91_は 91年以降 1）は構造変化ダミーである。
（14）－（21）4地域別人口
　4地域別の人口（NRi、i=地域番号）は、各地域人口比率（SNRi、i=地域番号）を推定した後に、
全地域総人口（三鷹市住民人口）との積で決定される。年齢別人口と同様である。
　　　　各地域人口比率＝ f（地域間効用格差）
　　　　各地域人口＝各地域人口シェア×三鷹市住民人口
各地域の人口比率は、前期値と各地域の地価（東京都心部地価や三鷹市地価でデフレートしてあ
る）、都心部地価上昇率、生産性、利便性等を用いて共通に効用格差で説明することを検討した。
各地域人口比率は最後に 4地域合計が 1になるように調整している。地域の特性を代表する変数
の導入を検討すれば精度を上げることが出来るが、特性変数収集の困難さと特性変数の内生化と
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いう課題が残るので ,現時点では妥当であろう。
（14）－（17）第ｉ地域住民人口比率関数（SNRi、i=地域番号）
　第 1地域住民人口比率は、前期値、世帯率（NF／ NR）、高齢者人口率で説明した。ダミー変
数は不規則変動を調整する調整ダミーである。
　第 2地域住民人口比率は、前期値、製造業・卸小売業生産性、高齢人口率で説明した。
　第 3地域住民人口比率は、前期値、製造業・卸小売業生産性、高齢人口率と地価の対都心地価
変動率で説明できた。
　第 4地域住民人口比率は、変動が不規則で推定困難であったが、前期値と最近隣駅である武蔵
境駅乗車数（NJ12）、三鷹台駅乗車数（NJ4）の人口比の前期値、および、第 4地域地価指数（PL4）
と三鷹全域地価指数（PL）比の前期値で説明した。
（18）－（21）i地域別人口定義式
　　 NRi =SNR1 / （SNR1 +SNR2 +SNR3 +SNR4） * NR

［B］産業ブロック：　産業ブロックはデータの関係で製造業と卸小売業だけを取り上げる形に
なっている。現代の大都市及びその周辺では第 3次産業であるサービス業などの比率が大きく
なっており、製造業と卸小売業だけでは産業の現状を把握することは困難である。しかし、デー
タの整備が遅れているので、モデルに組み入れることは出来なかった。市町村のような小地域で
は、一つの企業の動向で変動が極端に大きくなるので、大きな企業の移転を説明するためにダミー
変数を導入せざるを得ない。産業ブロックおよび地価ブロックのダミー変数の多くはこれらの企
業移転を説明するためである。
　就業者数関数は労働市場の需要関数と供給関数を想定した誘導型で、
　需要関数：　労働需要＝ f（生産規模、労働条件） 
　供給関数：　労働供給＝ f（労働力、労働条件）
　需給均衡：　労働需要≡労働供給＝就業者数
　誘導型：　　就業者数＝ f（生産規模、労働力）
　　　　　　　労働条件（賃金）＝ f（生産規模、労働力）　の理論モデルを検討した。
　生産関数は労働生産性を説明する形である。分かりやすさと利用可能性を考え、線形特定化を
原則にした。対数線形特定化による推定も適合度等は同じ程度であった。生産関数の一般形は、
生産＝ f（生産要素、シフト要因）であるが、ここでは、
労働生産性＝ f（労働単位当たり生産要素、トレンド、シフト要因）　の関数を採用。
（22）製造業就業者数関数（EM）
　製造業就業者数（EM）関数は、労働力代理変数として前期就業者数、生産規模代理変数とし
て前期出荷生産性（SM／ EM）、資本・生産規模代理変数として工業用地（LM）前期値が入った。
ダミー変数は大規模企業移転を説明するためである。
（23）製造業出荷額関数（SM）
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　製造業出荷額（SM）関数は生産性を推定する生産関数である。一人当たり工業用地（LM／
EM）、生産継続性のトレンドを表す前期値および周辺条件を表す東京都賃金率（WT）で説明した。
（24）製造業現金給与関数（WM）
　製造業現金給与（WM）関数は、労働市場均衡からの誘導型にシフト変数を加えた形である。
あまり理論通りに動いていないので、多くの説明変数を導入した。
（25）卸小売業従業者数関数（ES）
　卸小売業従業者数（ES）関数も、労働市場均衡の誘導型で、生産力（SS）と労働力人口代理
変数（ESの前期値）で決まる形になっている。
（26）卸小売業販売額（SS）関数
　卸小売業販売額（SS）関数は、販売トレンド（前期値）と地価で割り引いた一人あたり土地
で決まる。変動が大きいのは商業用地の変動に基づく。土地イコール販売関係資本と見なすこと
が出来る。

［C］土地・地価ブロック：土地・地価関係の数式は（27）－（40）にまとめた。
　従来のモデルと同様に農地（LA）、住宅地（LR）、工業用地（LM）、商業用地（LS）、公共用
地（LP）の 5変数を推定し、行政地域面積（1650ヘクタール）から 5変数の合計を差し引いて、
その他用地（LO）を定義している。宅地（LH）は、住宅地、工業用地、商業用地の合計である。

総面積＝農地＋住宅用地＋工業用地＋商業用地＋その他用地＋公共用地
　土地関数は、原則的には土地市場の需給均衡を想定した誘導型を前提にして検討したが、地価
データが宅地のものしか信頼できないこともあり、結局、供給関数か需要関数の形での特定化に
なった。用地面積＝ f（転用可能用地、地価、需要または供給要因）
（27）農業用地関数（LA）
　農地関数は、前期値、住宅地（LR）の前期値、面積加重平均地価（係数マイナス）によって
説明した。平均地価が上昇する際に農地の主に住宅地への転用・減少が進むことを表している。
（28）住宅用地関数（LR）
　住宅用地関数は、前期値、工業用地前期値、都心地価伸び率、社会純流入人口で説明できた。
（29）工業用地関数（LM）
　工業用地は、前期値と製造業生産額で説明できた。
（30）商業用地関数（LS）
　商業用地は、前期値と三鷹周辺駅乗車数（NJA）と構造変化ダミーで説明している。
（31）宅地定義式（LH）　　　　　　LH =LR +LM +LS

（32）公共用地関数（LP）
　公共用地は、前期値、宅地あたり人口（NR／ LH）の前期値、製造業・卸小売業生産性前期
値で説明できた。
（33）その他用地定義式（LO）　　  LO =1650 -LA -LH -LP
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（34）－（40）地価関係式
　従来のモデルに引き続き、近年の人口流入を説明するため、建築着工床面積の推定にも時間を
費やしたが、変動に規則性を発見できず有意な候補式を得られなかったため、他の変数に影響を
及ぼさないことでもあり、導入を断念した。
　地価関数は、バブル期ダミー変数を除けば概ね従来のモデル並みの定式化に成功した。地価指
数そのものを定式化した。地域地価の変動を比較できるようにするため、すべて同一の推定式を
採用することにした。　地域地価（PLi、i=地域番号）は三鷹市産業動向（製造業・卸小売業生
産性）都心地価（PLK）の動き、利子率、東京都域内総生産の伸びで決定される。バブル期の動
向はダミー変数で説明している。すべて同一の特定化が出来たので、地域の地価へ与える影響の
強さが数式そのもので検討できるようになっている。この 4地域の地価指数が決定された後、単
純平均、人口加重平均、面積加重平均の 3種類の地価指数が定義される。
（38）単純平均地価定義式（PL）
　　 PL =0.25*PL1 +0.25*PL2 +0.25*PL3 +0.25*PL4

（39）人口加重平均地価定義式（PL）
　　 PLN = NR1/NR*PLN1 + NR2/NR*PLN2 + NR2/NR*PLN3 + NR2/NR*PLN4

（40）面積加重平均地価定義式（PL）
　　 PLS = RSX1 *PL1 + RSX2 *PL2 + RSX3 *PL3 + RSX4 *PL4

［D］市民ブロック：　市民所得関数とごみ排出量関数の 2本の推定方程式からなるブロックで
ある。市民の生活水準や環境水準を表す変数の追加を検討しているが、データの制約もあり 2本
にとどめた。
（41）市民所得関数（Y）
　市民所得（Y）は課税対象所得額を用いている。従来のモデルと同じく、一人当たり平均市民
所得の形で推定したので、説明変数は都一人当たり所得、宅地価額（平均地価と宅地面積の積、
LH＊ PL）及び利子率で、それぞれ給与所得、不動産資産所得、財産（資本）所得にあたる課税
標準の水準を代理している。91年以降ダミーは、バブル崩壊による構造変化を表すダミー変数
である。三鷹市産業活動が有意に入らないのは、三鷹市内からの製造業の撤退や卸小売業の停滞
を反映すると同時に、三鷹市民の域外所得が多いことを意味する。ベッドタウン化が進行してい
ることを示している。
（42）ごみ排出量関数
　ごみの排出量は、バブルの崩壊後全国的なごみ削減運動の影響もあり漸減傾向に転じた。三鷹
市の場合は産業の地域外移転が進んだことと産業活動の停滞で産業廃棄分が減少したこと、家計
の節約やごみ減量運動の進展等が効果を表したこと等が理由であろう。ごみ排出量関数は、排出
量のトレンド（前期値）、卸小売業販売額（SS）、製造業・卸小売合計従業者数（EM＋ SS）、世
帯率（人口当たり世帯数）がいずれもプラスで入った。外食産業等の伸展、産業規模、少人数世
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帯化等のごみ増加要因を表している。
　住民生活を検討するためには、市民ブロックを産業規模や人口構成並に拡張して、三鷹市の市
民生活水準や環境水準を直接的に計測できるような方向を目指すことが重要である。愛知県東三
河地域モデルや日本全体・世界規模で用水の内生化を試行中である。市レベルではデータ制約が
大きく困難が予想される。生活用水やコミュニティセンター関連なども検討してみたが、データ
制約で結局断念した。今後も住民生活水準を示す環境変数の計量化を検討する意義は大きいので、
引き続き検討したい。

［E］財政部門ブロック：　財政部門は、歳入と歳出の両面から検討できるようになっている。
歳入面を 7変数、歳出面を 5変数に大別した。基本的に三鷹市の財政計画の役に立つ形で予測等
をおこなうため、すべて名目値を用いてモデルを構築した。税額関数は制度式と呼ばれる税制度
を基本にした関数であるため、本来は名目値の関数が望ましいのではないかと判断したことも理
由である。歳出面では、他のブロックに大きな影響を及ぼす場合には実質で考えるべきであるが、
本モデルでは、今のところ行政需要に応える形での支出を想定し、社会経済構造全般に先行的に
インパクトを与える構造をとっていないため、収入制約を重んじて名目値の関数を採用した。三
鷹市が市民生活に大きなインパクトを与える政策を執行する場合には、当該デフレータで実質化
（物量化と考えても可）して計算を行う必要がある。
　全体的に、個別歳入＝ f（税源）　または、　個別歳出＝ f（行政需要、財源規模）
という形の制度式を検討した。基本的には従来のモデルと同じ特定化の式を採用した。
　歳入面では、市民税（TACn：個人市民税＋法人市民税＋事業所税）、不動産関係税（TALn：
固定資産税＋特別土地保有税＋都市計画税）、たばこ関係税（TATn：市たばこ税、市たばこ消費
税）の主要税項目、および交付金等を中心にするその他歳入（REOn）を推定式にした。その他
税（TAOn：軽自動車税、入湯税、電気税、ガス税、木材取引税、旧法による税）は、現在では
軽自動車税、入湯税だけが残っており、ほとんど変動がないため外生扱いすることにした。市税
収総額（TAn）、歳入総額（REn）は定義式である。
　歳出面では、人件費（GCPn）、扶助費等（GSTn）、社会資本投資額（GSn）、その他費（GOTn）
を推定し、合計で総歳出（GE）を定義している。
（43）歳入総額定義式（RE）　　　　　REn =REOn +Tan

（44）税収総額定義式（TAn）　　　　TAn =TACn +TALn +TATn +TAOn

（45）市民税関数（TACn）
　市民税関数は、名目地価総額（LH＊ PL＊ PCT）の前期値、名目市民所得（Y＊ PCT）の前
期値、および、名目産業生産額（（SM＋ SS）＊ PET）前期値の 3つの税源によって説明されて
いる。
（46）不動産関係税（TALn）
　不動産関係税関数は、前期値、名目産業生産額、宅地の前期値で推定できた。85、86年には
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バブルダミーを入れた。固定資産評価の現状から、趨勢の影響は大きく、取引の活性化を産業生
産額で表している。地価の低下を反映して宅地の係数が小さくなっている。
（47）たばこ関係税（TATn）
　たばこ関係税も、前期値と名目市民所得の関数である。ダミー変数は値上げダミーである。値
上げした年度のダミー変数がプラスで効いているので、値上げに伴い税収が増加することを示し
ている。嗜好品に関する税率アップは、確実に税収を増やす効果を持っていることを示している。
最近の嫌煙運動の影響で喫煙者が減少している傾向は定数が小さくなっていることに表れてい
る。長期予測に際しては検討する必要がある。大幅に値上げしても長期的には税収を増やすこと
になりそうである。
（48）その他歳入関数（REOn）
　その他歳入は、消費税交付金、国や都からの交付金等の割合が大きいため、名目都内総生産を
都財政代理変数として使用した。消費税分は、名目産業活動規模（SM＋ SS）に消費税率（DuGC）
を掛けた変数が示している。今後の税制改革の動向や消費税率の変化等により、構造に変化はな
いものの配布分の減少が予想される。市債の増発や国庫支出金などの政策による変動が大きい項
目も含まれるので、予測に際しては一層の注意が要求されるが、一応、この式は妥当である。
（49）歳出総額定義式（GEn）　　　　GEn =GCPn +GSn +GSTn +GOTn

（50）人件費関数（GCPn）
　人件費関数は、財源を表す歳入総額が制約として入り、行政需要はトレンドで推移する（人件
費の前期値）で代表させた。住民一人あたり需要要因として人口に物価水準を加えた変数が有意
に入った。
（51）扶助費等関数（GSTn）
　扶助費等（扶助費＋補助費）関数は趨勢としての前期値、65歳以上人口、年少人口が有意に入っ
た。今後の年少人口の増加や高齢人口の増加は財政を圧迫することも予想される。近年の生活保
護世帯の増加も反映していると思われる。
（52）社会資本投資額関数（GSn）
　社会資本投資額関数は通常の地域計量モデルではあまりモデルに入れることがない。きわめて
政策的なものと考えられているからである。三鷹モデルでは財政の大きな部分を占めるので、趨
勢を知るために定式化している。財源を表す歳入総額が制約として入り、前期値が趨勢を表して
いる。土地取得費用を加えた式を採用した。
（53）その他費関数（GOTn）
　その他費関数は、財源制約要因と地価が有意に入り、都全体の成長率がシフト変数として効い
ているバランスの良い式を採用した。
　人件費、扶助費の 2項目はいわば必要経費で簡単に増減できないので、社会資本投資とその他
費に財政のしわ寄せが行くと思われる。社会資本に関しては既設の資本の維持・補修費も含む。
今後予想される財政窮乏下では、赤字基調にならないためにはかなりの削減を余儀なくされると
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予想される。

［F］デフレータブロック：　モデルで使用しているすべてのデフレータを内生化している。都
内総支出（PET）、都内民間消費支出（PCT）、都内政府消費支出（PGT）、都内公的資本形成（PIT）
の 4つのデフレータ、（54）－（57）式である。基準年の変更があったが、デフレータの動きそ
のものは大きく変わっていない。従来のモデルと同じく基本的には統計式である。
　前期値による趨勢、都内総生産、都賃金率、利子率等により説明している。物価水準と考える
と、どちらかと言えばコストプッシュ要因を重視したものといえるかもしれない。デフレータの
作成上の性格からも三鷹市独自の変数を加える余地はなく、財政モデルの名目値化を目的とした、
モデルからは完全に独立したブロックである。

3．ファイナルテスト　

　計量経済モデル全体の適合結果を確認するため推定期間（1971～ 2007年）の全期間に渡って
ファイナルテスト（最終テスト）を行った。内生変数（及び関連する加工変数を含めて）75個
の内挿成績を表にまとめている。また、実現値とファイナルテスト値の比較グラフを検討した。
実際には、これら以外にも誤差分布の検定やブロック毎の適合力検定、トータルテストと呼ばれ
る当期変数インパクトの検討、インパクトシミュレーションなどにより総合的・多角的なテスト
を行ったが、煩瑣になるのでここでは割愛する。

表　ファイナルテスト結果のまとめ

　全体を見ると。内挿成績はかなり良いといえる。相関 0.95以上が変数全体の 90％近くになり、
相関係数が 0.9未満の変数は、三鷹と東京都の市民所得比（YNMT）のみであった。全体に動き
が小さいためで、誤差は小さく問題はない。GSnの誤差率が 15％と大きい。これは変数の性質
上予想されることであり、趨勢はトレースしている。
　以上の最終テスト等の総合成績から考えて、第Ⅶデルは、三鷹市社会経済を適切に描写できて
いると判断した。
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［三鷹モデルⅦの構造方程式］
　推定期間は 1971～ 2007年の 37年間、観測期間は 1969-2010までの 42年間、金額変数は 2000

年価格、推定法は直接最小 2乗法推定（OLS）である。全体としては、内生変数 57個（推定式
41本、定義式 16本）、外生変数 17個（除、ダミー変数）の相互関連によって、三鷹市の社会経
済を描写するシステムになっている。全体の因果序列図をブロック別にして第 2－ 1、2図に描き、
変数間の今期の関係（実線）とラグつきの関係（点線）を示した。
・係数の D が付いているものは指数表示。なお、* はかけ算の意味である。
・係数下＜＞内はｔ値、変数記号の下付添え字 -1 は 1期ラグを表す。
・const. は定数項を指す。L（は対数を示す。
　また、各記号は以下のようになっている。（n はサンプル数、k は説明変数の個数）
　RR ：決定係数（重相関係数の 2乗） ＝ 1－（誤差変動／全変動）
　RRB ：自由度修正後決定係数 ＝ 1－（n-1）/（n-k-1）・（1-RR）
　RRP ：自由度再修正後決定係数 ＝ 1－（n-2）/（n-k-2）・（1-RRB）
　SD ：方程式の標準誤差 ＝ SSE／（n-k-1）、つまり、RRB=1-（SD／σｙ）2

　DF ：自由度　=  n-k-1

　DW ：ダービン・ワトソン比（Durbin-Watson Ratio）
　MAPE ：絶対平均誤差率、誤差率の絶対値を平均したもの
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第 3表　推定式のまとめ
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